
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

大牟田市市民活動促進指針  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成１７年４月  
 
 
 

大牟田市  
 
 



 

 

Ⅰ 基本理念 ···························································································１ 
１ 指針策定の趣旨 ······································································································１ 
（１）指針策定の背景 
（２）指針策定の取組み 
（３）市民活動の概念整理 

 
２ 市民活動に対する本市の基本姿勢 ············································································４ 
（１）本市における市民活動の現状と課題 
（２）市民活動に対する基本姿勢 
 ① 基本姿勢 
 ② 市民活動促進にあたり留意すべき事項 
 ③ 本指針の推進について 

 

Ⅱ 基本施策 ···························································································７ 
１ 市民活動が活発に行われるための環境整備 ································································７ 
（１）市民活動についての市民理解を促すための情報発信の取組み 
（２）市民活動を支える資源の確保の取組み 
① 人材の確保について 
② 活動機材の確保について 
③ 活動場所の確保について 
④ 活動資金の確保について 

（３）市民活動団体間のネットワークづくりの取組み 
 
２ 市民活動促進のために行政において取り組むこと ······················································８ 
（１）事務事業を見直し、行政サービスの提供に市民活動団体が参入できるようにする

取組み 
（２）制度を見直し、市民活動団体が、公平に競争できる環境を整える取組み 
（３）市民活動について、職員の理解を深める取組み 
① 職員研修の実施 
② 職員の市民活動への参加促進 
③ 協働事業の実施 

（４）市民活動の促進について総合的に取り組む窓口の整備 
 
資料１   市民活動促進に関する指針策定経過 ·····································１０ 

資料２   パブリックコメントに寄せられた意見等とその対応について ···············１１ 

資料３－１ 市民活動に関する意見交換会（まとめ）（H16．11．9） ····················１５ 

資料３－２ 市民活動に関する意見交換会 ワークショップ（H16．10．21／10．26） ····１６ 

資料３－３ 市民活動に関する意見交換会 ワークショップ（H16．10．26） ············１７ 

資料４   大牟田市市民活動促進に関する指針策定委員会設置要綱 ···················１８ 

 



 

1 

Ⅰ 基本理念 
１ 指針策定の趣旨 
（１）指針策定の背景 
平成１２年４月に地方分権一括法が施行され、地域自らの意思で個性的なまちづくり

が行えるようになった反面、地域のことは地域が決定し、その責任も自らで負うことが

求められるようになりました。 
一方、高度経済成長の時代が終わり、経済的に成熟した時期を迎えたことに伴い、物

質的な豊かさを追求していた人々の価値観は、心の豊かさの追求へと変わってきている

と言われます。 
このことは、社会貢献への関心の高まりとして、ボランティア活動に参加する方の増

加として確認することができます。【図１】 
 
【図１】 

「全国社会福祉協議会資料より作成」（棒グラフ：総人数、折れ線グラフ：ボランティア団体数） 
 
大牟田市では、まちづくりの指針となる大牟田市第三次総合計画後期基本計画（計画

期間：平成１３年度～１７年度）において、この５年間を２１世紀において持続的に発

展する本市の基盤づくりの時期であり、また、さらに市民みんなの創意工夫により住み

よい地域づくりを積極的に進めていく時期と位置付けています。 
また、この基本計画では、各分野に関わる横断的な視点の一つとして市民と行政との

協働を掲げています。 
これは、価値観の多様化に伴って複雑多様化する市民の要請や期待に、行政だけでは

こたえきれなくなったことから、あらゆる段階・形態での市民と行政との協働システム

を構築し、市民主体のまちづくりを進めることの必要性を認識するにいたったからです。 
これを受け、本市では、平成１５年３月に「大牟田市における市民と行政との協働に

関する基本方針」（以下、「協働の基本方針」と言います。）を策定しました。 
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協働の基本方針は、より良い地域社会を実現するためには、まちづくりの主体である

市民と行政とが、それぞれに自己の責任と役割を認識し、相互に補完し、協力し合う、

協働によるまちづくりを推進することを目的としています。 
また、協働の基本方針においては、対等の原則を掲げ、市民と市が対等な関係にあり、

まちづくりのパートナーとなるよう努めることを規定しています。【図２】 
 
【図２】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
さらに、対等の関係を構築するにあたって、市は、市民がまちづくりのために行う自

由な社会貢献活動としての市民活動の促進に努めることを規定しています。 
 
《参考》大牟田市における市民と行政との協働に関する基本方針 
（対等の原則） 
第３条 市は、まちづくりの主役である市民との対等なパートナーシップの構築に努める。 
２ 市は、市民がまちづくりのために行うボランティア活動をはじめとする自由な社会貢献活動として

の市民活動の促進に努める。但し、市は、市民活動の健全な発展に留意しなければならない。 
 
この大牟田市市民活動促進指針は、協働の基本方針が目指す市民と行政との協働によ

るまちづくりを実現するための環境整備の一つとして、市民がまちづくりのために行う

活動を促進するという市の基本姿勢と施策の方向性を取りまとめるために策定したも

のです。 
 
 
（２）指針策定の取組み 
本市では、平成１５年度に庁内に検討組織を設置し、策定に取り組んできました。 
平成１５年度には、市内の市民活動団体を対象としたアンケート調査、本市における

ボランティア団体・ＮＰＯへの支援制度等についての調査及び市民活動の促進について

先進的に取り組んでいる自治体の調査などを行いました。 
平成１６年度には、より市民意見を反映した指針づくりを目指し、市内に事務所を有

するＮＰＯ法人（特定非営利活動法人）とのワークショップ形式もとり入れた意見交換

会（全４回）を実施しました。 
また、パブリックコメント（市民意見募集）手続を実施し、幅広い市民意見の反映に

努めました。 
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《民間（市民）と行政との役割分担のイメージ》
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（３）市民活動の概念整理 
協働の基本方針においては、市民活動は、「市民がまちづくりのために行うボランテ

ィア活動をはじめとする自由な社会貢献活動」と定義されています。 
まちづくりとは、公共施設の整備や都市基盤の整備といったハード整備だけではなく、

地域のさまざまな課題を解決し、将来にわたって安心して住み続けることができるより

良い地域社会の実現に向けた取組みであり、市民活動は、このような身近な問題である

まちづくりについて、行政とは違った市民の視点を重視しながら、自分たちで解決しよ

うと自主的・自立的に取り組まれる公益的な活動と言うことができます。 
活動の形態としては、個々人で自発的なボランティアとして活動される場合もあれば、

グループ、団体として活動されることもあります。 
また、このような活動は、利益を追求するために行われるものではありません。 
したがって、ＮＰＯ（民間非営利組織）と呼ばれる団体もあります。 
ＮＰＯ法人（特定非営利活動法人）は、このような市民活動を行う団体のうち、法律

で求める要件を整えて法人格を取得した団体です。 
以上のような認識を踏まえ、本指針では、「市民が自主的・自発的に地域社会の課題

解決に取り組み、もって公益の増進を図る営利を目的としない活動」を市民活動と定義

します。 【図３】 
 
※  「公益の増進を図る」とは、特定の個人や団体の利益（私益）やメンバー相互の利益（共益）

などを目的とせず、不特定かつ多数のものの利益の増進を図るという意味です。 
※  「営利を目的としない」とは、収入を得る活動をしないという意味ではなく、活動によって得

られた利益をメンバーで分配しないという意味です。 
※  宗教活動や政治活動を主たる目的とするものは、本指針で定義する市民活動に含みません。 

 
 
【図３】 《市民活動の概念整理のイメージ》 
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２ 市民活動に対する本市の基本姿勢 
（１）本市における市民活動の現状と課題 
本市では、本指針策定にあたっての基礎調査として、平成１５年度に市内のＮＰＯ法

人、市社会福祉協議会ボランティアセンター登録団体等１１３団体を対象に、「市民活

動団体に関するアンケート」調査を実施しました。（有効回収数６６団体） 
この調査を見ると、支出の財政規模年間３０万円未満の団体が５６．１％となってい

ます。 
全国調査（注）と比較すると、５０万円以上５００万円未満の財政規模の団体が特に

少ない傾向にあるのが特徴的です。【図４】 
（注）内閣府の調査「市民活動団体等基本調査」（平成１２年度） 

 
収入構造についての設問では、会費を財源としているところが最も多く４０．７％と

なっていますが、財源として行政からの助成金や独自事業収入については、全国調査に

比べて低い傾向にあります。【図５】 
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メンバーの男女比を見ると、５４．５％の団体は、会員のほとんどが女性と回答して

います。【図６】 
また、メンバーの年齢構成では、６０歳代が３２．８％で一番多く、続いて５０歳代

が１９．４％、４０歳代が１６．４％となっています。【図７】 
このように、本市における市民活動は、女性や６０歳代の方々が中心となって支えら

れている状況がうかがえます。 

 
活動上の問題点としては、１位人材不足（２２団体）、２位資金不足（１８団体）、３

位メンバーの高齢化（１６団体）となっています。【図８】 
ＮＰＯ法人との意見交換会においても、活動の継続のためには、人材の育成・確保が

課題とされています。 

 
行政支援の必要性については、６９．７％の団体が必要性を感じています。【図９】 
ただし、アンケートの自由意見の中では、行政と関係を持つことによって団体の自主

性を失う危険性を指摘する意見も出されていました。 
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（２）市民活動に対する基本姿勢 
① 基本姿勢 
市民と行政との協働によるまちづくりを実現するためには、市民によるまちづくり

の取組みである市民活動が活発に行われている必要があります。 
また、市民活動は、行政では十分に対応できないような分野や、新しい公共サービ

スに対して、行政より柔軟に、サービスの受け手の視点を持ってきめ細かく対応する

ことができるといわれます。 
したがって、本市としては、市民活動が活発に行われ、行政と相互に補完し、協力

し合いながら、住み良いまちづくりが実現できるよう、市民活動の活性化に取り組み

ます。 
 
② 市民活動促進にあたり留意すべき事項 
市民活動は、市民自らが身近な問題を自分たちで解決しようとして活動を始める自

主的・自立的な活動です。 
したがって、市が市民活動を促進するために関与する場合においては、市民活動の

自主性を尊重します。 
また、市が行う市民活動促進のための施策については、市民活動が将来にわたって

継続できるよう、行政に依存することなく自立した活動になるよう配慮します。 
なお、本指針に基づく施策は、対等な相手方に対する施策であるため、支援策と呼

ばず、促進策として組み立てを行いました。 
 
③ 本指針の推進について 
本指針に基づく施策の推進にあたっては、施策の対象となる市民活動団体や市民の

意向の把握に努め、協力・連携を図りながら取り組むこととします。 
また、本指針については、市民活動を取り巻く状況の変化にあわせ、柔軟に見直す

こととします。 
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行政支援の必要性

分からない
9.1%

その他・
無回答
16.7%

必要と思わ
ない
4.5%

必要だ
と思う
69.7%

【図９】 
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Ⅱ 基本施策 
１ 市民活動が活発に行われるための環境整備 
（１）市民活動についての市民理解を促すための情報発信の取組み 
市民活動に対する市民や企業の理解を深めるとともに、市民活動に関心を持ってもら

い市民活動への参加や協力を促すため、市民活動についての情報を発信します。 
 
 
（２）市民活動を支える資源の確保の取組み 
① 人材の確保について 
市民活動団体のリーダー養成や団体運営に必要な知識などについての研修機会を設

けることにより、市民活動の中心となるメンバー確保に寄与する人材育成の取組みを

行います。 
また、市民活動に参加したい市民と市民活動団体とを結びつけるきっかけづくりの

取組みを行います。 
 
② 活動機材の確保について 
市民活動団体が団体の運営や活動内容の情報発信をするためには、パソコンやコピ

ー機などの事務機器などが必要となりますが、財政基盤が脆弱な多くの市民活動団体

では、それらの確保が十分に行えないことがあるため、事務機器等活動に必要な機材

を確保し、貸出しするなどの取組みを検討します。 
 
③ 活動場所の確保について 
市の施設の利用条件を見直し、市民活動団体が利用できるようにするなど、市民活

動団体の活動場所が、円滑に確保できるような取組みを検討します。 
 
④ 活動資金の確保について 
活動資金の確保は、市民活動を継続的に行っていく上で、大変重要な課題です。 
このため、各種機関が行う助成金や補助金などの情報を提供します。 
なお、市民活動団体に対して新たな補助金や助成金の制度を検討する際には、公平・

公正な制度の構築に努めるとともに、市民活動団体が補助金や助成金に依存せずに自

立できるような仕組みを検討することとします。 
 
 

（３）市民活動団体間のネットワークづくりの取組み 
市民活動団体間の交流を進めることにより、相互に連携することで、市民活動に関す

る情報を共有できるネットワークの構築に努めます。 
異なる活動分野の団体が交流することは、新たな市民活動の領域が広がることが期待

できる効果もあります。 
また、市民活動団体の活動を支援するとともに、行政や企業と市民活動団体をつなぐ

中間支援組織は、本指針が目指す市民活動の活性化を、自らも市民活動団体として民間

の側から目指す組織であるため、本市における中間支援組織の育成を図るとともに、本
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指針の推進について連携を図ります。 
 
※  「中間支援組織」とは、市民活動を支える市民活動を行う団体で、民間の立場で市民活動団体の

支援を行う組織です。主に、市民活動団体の育成、市民活動団体間のネットワークづくり、市民活

動に関する一般社会への啓発などを目的に活動する団体です。 
 
 
２ 市民活動促進のために行政において取り組むこと 
（１）事務事業を見直し、行政サービスの提供に市民活動団体が参入できるようにする取

組み 
民間活力等導入に関する方針を推進し、事務事業を見直すことで、行政サービスへの

民間参入機会の創出に努めるとともに、市民満足度の高い行政サービスの実現を図る観

点から、きめ細かいサービスなど市民活動団体が得意とする分野については、積極的な

市民活動団体への業務の委託などに取り組みます。 
また、今後公共施設の管理において、指定管理者制度を導入する場合には、市民活動

団体も指定管理者の選定に参入できる機会を確保するように努めます。 
 
 
（２）制度を見直し、市民活動団体が、公平に競争できる環境を整える取組み 
市の入札制度などを点検し、行政サービスへ市民活動団体が参入する際に障壁となっ

ているものがないかを確認し、市民活動団体が参入可能になるよう制度を見直します。 
また、行政サービスに参入する相手方を選定する場合には、公平性、競争性、透明性

の確保に努めます。 
 
 
（３）市民活動について、職員の理解を深める取組み 
① 職員研修の実施 
本市職員の市民活動についての理解を深めるため、研修を実施します。 

 
② 職員の市民活動への参加促進 
職員に対して、ボランティア休暇の活用などによる市民活動への積極的な参加を呼

びかけます。 
 
③ 協働事業の実施 
市の事業の実施にあたり、実際に市民活動団体と協働することを通して、市民活動

に対する職員の理解を促進するとともに、市民活動団体と行政職員との信頼関係の構

築に努めます。 
 
 
（４）市民活動の促進について総合的に取り組む窓口の整備 
市民活動には、さまざまな分野の活動があるため、行政の担当部署も多岐にわたりま

す。 
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一方で、団体の運営方法など活動分野に関わらない課題に対応する行政の担当部署が、

明確になっていない現状にあります。 
そのため、市民活動に関わる総合的な窓口を整備し、本指針に掲げる基本施策の推進

を図ることとします。 
また、この窓口では、市民活動に関する各部署間の連絡調整についても、受け持つこ

ととします。 
 



【資料１】 
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市民活動促進に関する指針策定経過 
平成１５年 
６月  ○行財政確立対策本部会議 

「市民活動促進に関する指針策定委員会の設置について」 
７月  ○市民活動促進に関する指針策定委員会及びワーキンググループ設置 

○研修会 
「大牟田市における市民と行政との協働に関する基本方針について」（講師：企画振

興課） 
「久留米市市民活動支援基本方針について」（講師：久留米市市民部市民活動振興室） 

８月～９月 ○策定委員会・ワーキンググループ合同会議 
ワーキンググループを３つの専門部会に編成。各専門部会の役割は、以下のとおり。 
第１専門部会 市民活動団体等を対象としたアンケート調査・分析 

第２専門部会 先進都市を対象とした調査・分析 
市民活動促進のための行政組織のあり方の検討 

第３専門部会 市民活動団体と大牟田市との関係の実態調査・分析 
○市民活動団体に関するアンケートの実施（第１専門部会） 
○ボランティア団体・ＮＰＯへの支援制度等についての調査の実施（第３専門部会） 

１０月  ○「ボランティア団体・ＮＰＯとの協働推進セミナー」（主催：福岡県 県民ボランテ

ィア総合センター）にワーキンググループメンバーを派遣 
１１月  ○先進地調査（第２専門部会） 

 
平成１６年 
７月  ○行財政確立対策本部会議 

「市民活動促進に関する指針の策定について」 
平成１６年度の策定方針の確認及び平成１５年度に行った調査報告書の提出 

８月  ○市民活動促進に関する指針策定委員会 
「市民活動促進に関する指針策定にあたっての今後の取組みについて」 

９月  ○市民活動に関する意見交換会 
市内に事務所を有するＮＰＯ法人１１団体が参加。当初３回の予定であったが、１

回追加し、合計４回開催。（１１月９日まで） 
１２月  ○市民活動促進に関する指針策定委員会ワーキンググループ会議 

 
平成１７年 
１月  ○市民活動促進に関する指針策定委員会 

「市民活動促進指針（案）についての検討」 
○行財政確立対策本部会議 
「市民活動促進指針（案）についての検討」 

２月  ○行財政確立対策本部会議 
「市民活動促進指針（案）についての検討」 
○パブリックコメント（市民意見）募集手続の実施（２月１５日～３月１５日） 
意見提出者：１１人  意見数：２２項目 

３月  ○行財政確立対策本部会議 
「市民活動促進指針（案）に対するパブリックコメント結果ついて」 
○市民活動促進指針の決定



【資料２】 
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パブリックコメントに寄せられた意見等とその対応について 
意見提出者：１１人 意見数：２２項目 

区  分 意 見 等 考え方及び回答 
Ⅰ基本理念 
２（２）①基本姿勢 

市民活動を活性化しようとするのは、市

民活動を安い労働力と見て、安上がりの

行政を目指すための言い訳ではないか。

市民との協働と言うが、市の財政が厳し

いから市民へ責任を転嫁しようとして

いるのではないか。 

本市では、市民主体のまちづくりを進め

るため、あらゆる段階・形態で市民と行

政とが協働する仕組みづくりに努めて

いるところです。市が市民活動を促進す

る理由は、市民によるまちづくりの活動

である市民活動が活発に行われている

ことが、市民主体のまちづくりを実現す

るために必要であるとの認識にあるた

めです。まちづくりには、市民と行政の

それぞれに役割があることから、行政の

役割や責任が軽減されるものではない

と考えております。 
Ⅰ基本理念 
２（２）①基本姿勢 

行政は、市民活動を下請けとして考えて

いるのではないか。市民活動と行政が手

を組むことは、費用面の効果も期待でき

るかもしれないが、きめ細かさなどプラ

スアルファが期待できることを重視す

べきである。 

市民活動は、行政では十分に対応できな

いような分野や、新しい公共サービスに

対して、行政より柔軟に、サービスの受

け手の視点を持ってきめ細かく対応す

ることができると認識していることか

ら、行政が市民活動と連携することは、

市民満足度の向上を重視しながら効率

的・効果的に行政サービスを提供するこ

とが期待できると考えているところで

あり、費用面の効果だけを期待するもの

ではありません。 
Ⅰ基本理念 
２（２）②市民活動促進

にあたり留意すべき事項 

活動にあたっては、やはり団体やサーク

ルでやっていくべき。私のところは、市

からの助成金はもらっていません。 

ご意見の通り市民活動については、市民

自らの自主的・自立的な活動であると認

識しているところであり、本指針におい

ても、市民活動が将来にわたって継続で

きるよう、行政に依存することなく自立

した活動になるよう配慮することとし

ています。 
Ⅰ基本理念 
２（２）③本指針の推進

について 

指針策定の過程で、市内のＮＰＯ法人と

の意見交換会が開かれているが、指針策

定後も、このような意見交換会を定期的

に催すべきである。 

本指針の推進にあたっては、市民活動団

体や市民の意向の把握に努め、協力・連

携を図りながら取り組むこととしてい

るところであり、ご意見にある意見交換

会についても、検討してまいりたいと思

います。 
Ⅱ基本施策 
全体 

この指針には、数値目標がない。数値目

標がなければ、あとで検証できない。 
本指針は、市民活動を促進するという市

の基本姿勢と施策の方向性を取りまと

めるために策定するものであるため、数

値目標の設定は行っておりません。しか

しながら、本指針に掲げる事項の実施状

況については、市民の皆さんに報告する

ことを検討したいと考えております。 
Ⅱ基本施策 
１（１）市民活動につい

て市民理解を促すための

情報発信の取組み 

大牟田市は、高齢者の多いまちであるか

ら、高齢者にやさしい情報発信をしてほ

しい。 

市民活動についての情報発信の取組み

を行うにあたっては、市民の皆さんに理

解しやすいよう、内容については注意を

払うとともに、誰もが情報を入手しやす
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区  分 意 見 等 考え方及び回答 
いようなメディアの選択に努めるなど、

ご意見の趣旨を事業実施の際に参考に

させていただきます。 
Ⅱ基本施策 
１（１）市民活動につい

て市民理解を促すための

情報発信の取組み及び

（２）①人材の確保につ

いて 

市民活動を支えるボランティアが集ま

るように、市民活動に関わる情報が、市

内に行き届くようにしてほしい。 

同上 

Ⅱ基本施策 
１（１）市民活動につい

て市民理解を促すための

情報発信の取組み及び

（２）①人材の確保につ

いて 

ボランティアをしたいがどうしたら良

いか分からないと言う人のための受け

皿は多岐にわたり、その人の技術を活か

せるとボランティア人口は、減少しない

と思う。町内公民館などと連携を広げた

ら良いと思う。また、活動分野が明確に

示されていると安心して活動に申し込

むことができる。 

同上 

Ⅱ基本施策 
１（１）市民活動につい

て市民理解を促すための

情報発信の取組み及び

（２）①人材の確保につ

いて 

現職の人は仕事上無理。退職した人たち

（６５才～７５才）の元気な人に、街づ

くり、地域づくりの中心になってもらう

ことを市が市民に提案すべき。 

定年退職を迎えた世代の方々は、様々な

知識・経験を持つ貴重な人材であり、そ

の方々が退職後、地域に戻られること

は、地域にそのような人材を得ることと

なり、大いに歓迎すべき事だと考えま

す。今後、その方々が、市民活動の担い

手となり、本市における市民活動が活発

になるような取組みについて検討しま

す。 
Ⅱ基本施策 
１（２）①人材の確保に

ついて 

定年退職して家にいる人や専門技術を

持っている人たちの掘り起こしと参加

勧誘などで多くの人が集まれば、組織運

営や活動にも、そして町にも活気があふ

れるようになると思う。 

同上 

Ⅱ基本施策 
１（２）①人材の確保に

ついて 

高齢化する会員や技術活用が困難な主

婦などが活躍しやすい組み立てを。 
市民活動については、様々な分野の活動

が含まれていることから、多くの人が市

民活動に参加しやすくなるような取組

みを検討します。 
Ⅱ基本施策 
１（２）①人材の確保に

ついて 

地域でボランティア活動を行っていて

も参加者が少ない。公民館活動も参加者

が少ない。公民館活動を自治会方式にす

ることで、地域全部で問題解決に取り組

むことができるのではないか。 

市民活動を支える人材の確保について

は、地域の様々な団体との連携も必要で

あると考えており、今後、具体的な事業

を組み立てる際に、ご意見については参

考にさせていただきます。 
Ⅱ基本施策 
１（２）③活動場所の確

保について 

中央公民館を利用する際、緊急の話し合

いや活動の場合、空いている部屋がな

い。そこで、市が財政上の問題で廃止す

る施設で、売却しないところは、市民の

活動拠点にするべきではないか。運営上

の問題は、利用者に責任を持たせ、市は、

自分たちでやっていくように指導すべ

き。 

既存の公共施設の見直しに際しては、市

民活動の場所としての活用が可能かど

うか、検討する機会を設けるよう努めま

す。また、運営面でのご意見については、

具体的な事業を組み立てる際に、参考に

させていただきます。 
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区  分 意 見 等 考え方及び回答 
Ⅱ基本施策 
１（２）④活動資金の確

保について 

活動助成金を補助してもらえたら、活動

の規模を広げられると思う。 
活動資金の確保の取組みについては、市

が独自に新たな制度を設けることが財

政的に難しい状況にあることから、まず

は、各種機関が行う助成金や補助金など

の情報の提供を行うこととしています

が、ご意見については、今後、具体的な

取組みを検討する際に、参考にさせてい

ただきます。 
Ⅱ基本施策 
１（２）④活動資金の確

保について 

活動資金の確保について、行政からの資

金は、年度を繰り越せないなど柔軟性が

なく、市民活動の実態に合わない。 

ご意見については、今後、具体的な取組

みを検討する際に、参考にさせていただ

きます。 
Ⅱ基本施策 
１（３）市民活動団体間

のネットワークの取組み 

現在、ボランティア連絡協議会があり、

会員間の情報交換がなされているが、指

針案にある市民活動団体間のネットワ

ークづくりの取組みとの関係は、どうな

るのか。 

今後、本指針の推進にあたっては、ボラ

ンティア協議会を含む各種団体と連携

を図る必要があると考えております。 

Ⅱ基本施策 
１（３）市民活動団体間

のネットワークの取組み

及び２（４）市民活動の

促進について総合的に取

り組む窓口の整備 

中間支援組織との連携を図る取組みが

掲げられているが、今後整備が予定され

ている市民活動に関わる総合窓口との

関係が分からない。 

市民活動に関わる総合窓口については、

本指針に掲げる基本施策の推進を図る

役割を担う行政の組織として整備する

予定です。一方、中間支援組織は、民間

の立場で市民活動の活性化を目指す組

織です。したがって、両者が連携するこ

とで、効果的に市民活動の促進が図るこ

とができると考えます。 
Ⅱ基本施策 
２（１）事務事業を見直

し、行政サービスの提供

に市民活動団体が参入で

きるようにする取組み 

市民活動団体への業務委託が考えられ

ているようだが、これまでの状況を見る

と、それまで行政の事業費を算定の基礎

にして委託料を見積もっているようで

ある。この際、参考とする行政の事業費

は、直接の事業費のみであり、職員人件

費を含んでいない。委託を受ける側は、

人件費までその委託料で賄うことにな

るため、適切な見積もりとは言えない。

そもそも行政は、委託料を安く見積もっ

ている。 

行政の業務を委託する場合は、適正な事

業費の算定が必要であり、ご意見につい

ては、今後、具体的な取組みを検討する

際に、参考にさせていただきます。 

Ⅱ基本施策 
２（１）事務事業を見直

し、行政サービスの提供

に市民活動団体が参入で

きるようにする取組み 

市民活動団体側は、行政と同じ発想で業

務委託を考えては、行政の下請けになっ

てしまう恐れがある。行政も、単なる業

務の委託より、企画・立案そのものを市

民活動団体へ任せたほうが、効果的な事

業の組み立てができると思う。 

これまでの業務の委託については、行政

で詳細な仕様を定めて発注をしていま

したが、業務の成果だけを規定して手法

は問わない方法や、企画自体から提案を

受ける方法も採り入れられるようにな

りました。したがって、市民活動団体に

対して業務を委託する場合には、ご意見

のように市民活動団体の専門的な知識

等を活用し、市民サービスの向上につな

がるような組み立てに努めることとし

ます。 
Ⅱ基本施策 
２（１）事務事業を見直

し、行政サービスの提供

行政は、民間活力として企業も市民活

動・ＮＰＯも一緒に考えることがある

が、委託料だけ考えたら、企業の方が安

行政サービスへの民間活力の導入につ

いては、コストの削減だけを目的とする

ものではなく、市民満足度の高い行政サ
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区  分 意 見 等 考え方及び回答 
に市民活動団体が参入で

きるようにする取組み 
くなる場合がある。市民活動・ＮＰＯへ

の委託と企業への委託は、そもそも違う

ものと認識すべき。 

ービスの実現を図ることが重要な目的

です。したがって、委託先の選定にあた

っては、市民サービスの向上の面で最適

な相手方を選択すべきものと考えてい

ます。 
Ⅱ基本施策 
２（４）市民活動の促進

について総合的に取り組

む窓口の整備 

市民活動は、様々な分野があり、この指

針は、横断的なものであるから、行政の

いろいろな計画と連携をとりながら推

進すること。 

ご意見については、今後、具体的な取組

みを検討する際に、参考にさせていただ

きます。 

Ⅱ基本施策 
２（４）市民活動の促進

について総合的に取り組

む窓口の整備 

総合窓口の設置は有難い。 （回答せず。） 
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市民活動に関する意見交換会（まとめ）（Ｈ１６．１１．９） 

 

１ 市民活動のイメージ 

（１）市民活動のきっかけは、身近な問題を自分たちで解決しようとする気持ち 
 
（２）市民活動は、自主的・自立的な活動 
 
（３）市民活動の主役は、ひと 
 
（４）市民活動は、営利を目的としない（注）活動 

（注）「営利を目的としない」とは、収入を得る活動を目的としないという意味ではなく、得ら

れた利益を分配しないと言う意味。 
 
（５）市民活動は、受け手の視点を重視 
 
（６）市民活動が目指すものは、誰もが暮らしやすいまちづくりの実現 
 
（７）市民活動は、地域に根ざした活動が原点 
 
（８）市民活動には、問題・課題がいろいろ 
 
（９）市民活動には、行政との協働が必要な場合もある 
 
 

２ 市民活動を行う上での問題点、行政との関係 

（１）市民の市民活動・ＮＰＯ活動への理解度・認知度の低さが課題 
 
（２）仲間を広げる情報発信が課題 
 
（３）継続的な活動を支える資源（人材、機材、場、資金）の確保が課題 
 
（４）活動を制約する制度の存在が課題 
 
（５）行政の理解不足と信頼関係づくりが課題 
 
 
※  今回の意見交換会は、大牟田市内に事務所を有するＮＰＯ法人のみで開催したことから、この

会で出された意見と、任意団体であるＮＰＯやボランティア団体の意見が異なる可能性があるこ

とに注意が必要。 
 



【資料３－２】 
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「市民活動のイメージ」（Ｈ１６．１０．１２／１０．２６） 

 

市民と行政の得意分野の実行
（市民活動は小回りがきく）

 行政の分野 
 民間の分野 
  との 
 「協働」と「すみわけ」 
（現状としては、行政支援が
限定的ばかりか、活動の障害
なことも） ＮＰＯ団体は設立年月日が浅

いため、ＮＰＯ内部が安定し
ない所が多いと思われる。本
会も同じく。ＮＰＯが行政の
よきパートナーとなるための
育成が求められると考える。
（行政支援） 

・委託 ・共催 
・行政の補助 行政との日常的なつながりを

深める。行政の側からの情報
公開ＮＰＯを含むいわゆる市
民運動団体に対する援助を強
めてほしい。 

各校区、近くの公民館を利用
し、活動の研修会等 
（いろんな活動の場づくり）

母親の前向きに働く姿を、自
然の家庭環境の中で学び、学
ばせ、「美しい子育て」を営め
る自立のための行政支援が今
後必要と考える。 

連 
 

携 

女性の感性 

情報の共有から意識の共有へ
と、さらには（まちづくりへの）
情熱を共有するまでステップア
ップするように 

アイディア、行動力 
細かい気配り 
人材豊富 

一人一人だいじにして 
新しい物を生み出す事 

知恵を出し、汗をかく 

市民がまちを変えていくため
の活動 

いっしょに（共に） 

たてのつながりじゃなく 
横のつながりという感じ 

(我々)市民による「まちづくり」
     イメージアップ 
     歴史と文化 
     観光産業 
まちの風景と心象の保存・活用 
「人」の活用 

誰でも参加できるような活動

ひ  と 

活動基盤 
非 営 利  

受益者負担を求めてもよい 
   ↑↓ 
（行政）税金 
（企業）対価 ボランティア的 

無償の活動と思われている 

活動だけでは雇用の場を創
出できない 

報酬を受けても良い 
（労働対価、実費弁償）

きっかけ 
できる人ができる範囲で
行う 

できるときに行う 
できるだけの分を無理せ
ずに行う 

草の根運動 
問題点を考える 
頑張っている人の応援 

思いや、こころざしが同
じ人達が集まり、いっし
ょに活動すること 

自分にこういう事がして
欲しいと思ってなかまを
集めて自分たちでやる事 

市民が求めていること
が行政でなく仲間が集
まってやる事 

受け手の視点 

困っている市民を対象として
いる。（公平だが不平等） 
    ↑↓ 
（行政）全市民（公平・平等）
（企業）顧客のみ 

サービスの担い手とサービス
の受け手が明確にわかれてい
ない。 

「すきま産業」 
民間（採算や利益第一）ではな
く、行政＝公平の原則でもなく

市民参加意識 
住民相互の助け合い 
行政とは距離を置いた位置に
いて、行政の手が届かないとこ
ろをフォローしている様にイ
メージしている。 

「市民活動」という用語に対
する違和感 

ＮＰＯの認知度について 
市民・行政とも不足 
       ↓ 
     資金不足 

市民活動≠ＮＰＯ法人 
市民活動＝ＮＰＯ法人 
    ＋様々な市民の団体
    ＋ＮＧＯ… 

少数派でバラバラ 

がんばる人と 
お客さまに分かれている 

問題・課題 

市民活動には、まず、自分の事
は自分でしようとする（自己の
生活力）と人のために何か自分
でできることをしようとする
相方のバランスが大事。 

住民が自主的な組織で役割分
担し、地域活動をして行くこと

自主性・自立への発展 自己責任（自立） 

市民が「自主的」に行う活動 
興味、関心、生活上の問題点 

自
主
性
・自
立
性

地域のネットワーク活動 

昔は誰でも参加しなければな
らなかった。 
今は自由すぎてめんどうくさ
くて参加しない。 

各校区、地域でのボランティア
活動 
子供から高齢者等もまきこん
だ地域参加型の活動 

公民館（居住区）活動でもあり
仲間で集まり社会貢献のため
の活動か 

近所の助け合い 
気づきの力 
知らないふりをしない 

地
域
活
動 

目指すもの 
明るく生き生きとした社
会の構築 
笑いのある生活 

子ども  ┓ 
高齢者  ┠ など 
障がい者 ┛ 
支援 → 活発化 

障がい者の方のサポー
ト手助けができないか 
高齢者の方が校区内に
多数いらっしゃいます 

ゆたかな平和 
住み良い町づくり 
命と暮らしを守る 
市民参加の町づくり 
自由と民主主義 

誰でも暮らせる年金 

ひとり親の家庭の親は、
世帯主であり、子供を扶
養する家庭である。生活
環境の不足する部分を補
う意味において、多いに
市民活動に参加する事は
意義深いと考える。 
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「市民活動を行う上での問題点、行政との関係」（Ｈ１６．１０．２６） 

 

ＮＰＯが企画する公開講座
をして欲しい 
（理解を得る為に） 

ＮＰＯ育成講座 

次の人材を育てたい 
高校生・大学生の世代のメ
ンバーがいない 
  ↑ 
金はないが、体力と時間は
ある 

雇用の場を増やす 
（行政の支援が欲しい） 

「やる気」のある人が限ら
れており、それらの人に過
重な負担を強いてしまう。 
（ＮＰＯ運営面での問題
点） 

組織づくり 

市民と行政のパイプ役育成 
（パイプ役とは、ただの連
絡係ではない、コーディネ
ーターが必要。市民・行政
問わず） 

・ボランティア活動の中で
何でも使える方法が必要 
・福祉関係／一般的なボラ
ンティア 
・介護だけじゃなくて市民
と関わって行く 

人材育成 

交流の場 
お互いがんばっている顔が
見えない 

横の連携、パートナーシップ
の欠如（団体同士のこと） 

分野を問わずボランティア
センター的な情報を集約す
る組織が欲しい 

ＰＲ等が１つのＮＰＯでは限
界がある 
  ↓ 
他の市民活動団体や行政との
連携 

情  報 

認知度の浸透 

市民に行政依存の体質がまだ
多い 

民間とＮＰＯの違いを理解
して欲しい 

理解度 
・ 

認知度 

活動を制約するバリア 連携によるすきま産業とし
ての事業家の可能性 
（コミュニティビジネスと
して） 

継続性 

場所、事務機器、経費など
の確保や負担 

事務所用地など公設（既存）
施設を活用したい 
（低家賃で） 

コピー機、印刷機、パソコ
ン機器などの事務備品がな
い 
  ↑ 
手作業に時間をとられる。 

集まる場所 

活動資源 
ＮＰＯ、ボランティア団体
に対する行政所管を明確に 

行政が部署によってＮＰＯ
の活動を理解していない。 

市民活動・ＮＰＯ活動の状
況把握があまく、行政サー
ビスやその他に活かせてい
ない 

行政の中でのＮＰＯの位置
付け（認識）があいまい 

行政窓口 

雇用安定法第４０条を生かし育
成団体を多くする。 
（シルバー以外） 

来年から始まる予防事業にとり
くませてほしい 

医療法人、社会福祉法人と競わせ
て欲しい。 
もっと、徹底した監査をしてほし
い。 

委託等にあわせて、理念以外のも
のを求められるような不安があ
る。 
弱小の弱み？ 
大牟田がそうだとは言いません
が… 

行政の支援－資金、制度 
┌必要な側面と 
└必要でない側面 
がある。 行政との課題 

 
特定の団体というモノサシ 

税制の優遇 行政の仕事の一部を市民活動に
まわしてほしい 

制  度 
（活動範囲を広げ

て！） 

市民との協働を進めるための行
政の環境整備を 

ＮＰＯ、ボランティア団体の育成
に対する行政支援 

介護保険の事業所となり、前のよ
うに自由な介護が出来なくなっ
た。 

上下関係に左右される関係の部
分あり。 

ＮＰＯと行政が同一のことをや
っている場合がある。双方の活動
が相殺されている場合がある。 
（ニーズ少、サービス過多、また
は、ニーズ大、サービス過少） 

市民と行政は、信頼と責任のもと
に活動すること。 
（まだ、お互いとも、その点、不
足しているのではないか） 

行政の関係 事業の経営としての不安定 

資金づくりが大変である 

カ  ネ 
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大牟田市市民活動促進に関する指針策定委員会設置要綱 
 
 
（設置） 
第１条 市民活動促進に関する指針を策定するために、大牟田市市民活動促進に関す

る指針策定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 
（所掌事務） 
第２条 委員会の所掌事務は、次のとおりとする。 
（１）市民活動促進に関する指針の策定に関すること。 
（２）市民活動促進のための行政組織のあり方に関すること。 
（３）その他指針の策定に関し必要なこと。 
（構成） 
第３条 委員会は、別表に定める者をもって構成する。 
（委員長及び副委員長） 
第４条 委員会に、委員長及び副委員長を置く。 
２ 委員長は、市民部次長をもって充てる。 
３ 副委員長は、教育部生涯学習課長及び保健福祉部介護保険課長をもって充てる。 
４ 委員長は、会務を総理する。 
５ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときはその職務を代理する。 
（会議） 
第５条 委員会の会議は、必要に応じて委員長が召集し、その議長となる。 
２ 委員長は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、意見を聞くことが

できる。 
（作業部会） 
第６条 委員長が必要と認めるときは、委員会に作業部会を置くことができる。 
（事務局） 
第７条 委員会の庶務を処理するため、市民部市民生活課に事務局を置く。 
２ 事務局員は、市民部市民生活課、教育委員会生涯学習課及び保健福祉部介護保険

課の職員をもって充てる。 
（補則） 
第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が

別に定める。 
付  則 

この要綱は、平成１５年７月１日から施行する。 
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付  則 
この要綱は、平成１６年７月１日から施行する。 

 
 
別表（第３条関係） 

委     員 

市 民 部 次 長 

行 財 政 改 革 推 進 室 次 長 

企画調整部企画振興課長 

行政管理部人事課職員研修所長 

契 約 検 査 室 検 査 課 長 

市 民 部 市 民 生 活 課 長 

保健福祉部介護保険課長 

保 健 福 祉 部 福 祉 課 長 

環 境 部 環 境 保 全 課 長 

経 済 部 商 業 観 光 課 長 

都市整備部公園緑地課長 

都市整備部建築住宅課長 

市立総合病院看護部副部長 

消 防 本 部 予 防 課 長 

企業局計画･一元化推進室長 

教育委員会生涯学習課長 

教育委員会保健体育課長 

市 議 会 事 務 局 次 長 
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